
 

四半期報告書 

（金融商品取引法第24条の４の７第１項に基づく報告書） 

（第58期第２四半期） 

自 2020年４月１日 

至 2020年６月30日 

 

 

東京都千代田区四番町７番地 

 （E02396） 

 

2020/08/11 09:19:27／20625220_興研株式会社_第２四半期報告書



目       次 

  頁

表 紙  

   

第一部 企業情報  

第１ 企業の概況  

１ 主要な経営指標等の推移 ………………………………………………………………………………………… 1

２ 事業の内容 ………………………………………………………………………………………………………… 1

第２ 事業の状況  

１ 事業等のリスク …………………………………………………………………………………………………… 2

２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 ………………………………… 2

３ 経営上の重要な契約等 …………………………………………………………………………………………… 3

第３ 提出会社の状況  

１ 株式等の状況  

(1）株式の総数等 …………………………………………………………………………………………………… 4

(2）新株予約権等の状況 …………………………………………………………………………………………… 4

(3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等 ………………………………………………… 4

(4）発行済株式総数、資本金等の推移 …………………………………………………………………………… 4

(5）大株主の状況 …………………………………………………………………………………………………… 5

(6）議決権の状況 …………………………………………………………………………………………………… 5

２ 役員の状況 ………………………………………………………………………………………………………… 6

第４ 経理の状況 …………………………………………………………………………………………………………… 7

１ 四半期連結財務諸表  

(1）四半期連結貸借対照表 ………………………………………………………………………………………… 8

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………… 10

四半期連結損益計算書 ………………………………………………………………………………………… 10

四半期連結包括利益計算書 …………………………………………………………………………………… 11

(3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 ……………………………………………………………………… 12

注記事項 ……………………………………………………………………………………………………………… 13

セグメント情報等 …………………………………………………………………………………………………… 15

２ その他 ……………………………………………………………………………………………………………… 16

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ……………………………………………………………………………………… 17

   

［四半期レビュー報告書］  

 

2020/08/11 09:19:27／20625220_興研株式会社_第２四半期報告書



【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 2020年８月７日 

【四半期会計期間】 第58期第２四半期（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日） 

【会社名】 興研株式会社 

【英訳名】 KOKEN LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  村川 勉 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区四番町７番地 

【電話番号】 ０３（５２７６）１９１１（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長  長坂 利明 

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区四番町７番地 

【電話番号】 ０３（５２７６）１９１１（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長  長坂 利明 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

2020/08/11 09:19:27／20625220_興研株式会社_第２四半期報告書



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第57期 

第２四半期 
連結累計期間 

第58期 
第２四半期 

連結累計期間 
第57期 

会計期間 
自 2019年１月１日 
至 2019年６月30日 

自 2020年１月１日 
至 2020年６月30日 

自 2019年１月１日 
至 2019年12月31日 

売上高 （千円） 3,986,713 5,155,595 8,605,330 

経常利益 （千円） 178,683 633,124 528,689 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（千円） 118,811 489,305 371,610 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 75,991 449,774 347,796 

純資産額 （千円） 9,523,184 10,119,930 9,796,310 

総資産額 （千円） 18,224,926 18,956,955 18,338,348 

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 23.72 97.75 74.21 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 52.3 53.4 53.4 

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,583,264 548,647 1,749,796 

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △19,247 △165,226 24,901 

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △846,258 △59,703 △1,464,964 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 1,897,636 1,809,776 1,492,229 

 

回次
第57期

第２四半期
連結会計期間

第58期
第２四半期

連結会計期間

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年６月30日

自 2020年４月１日
至 2020年６月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 4.12 46.93 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

    ２．売上高には消費税等は含まれておりません。

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）経営成績の状況

 当第２四半期連結累計期間（2020年１～６月）は、新型コロナウイルス感染症の拡大により国内外の経済活動が

制限されたことから個人消費や企業収益などが急減し、景気は大幅に悪化しました。緊急事態宣言が解除されて以

降、国内の経済活動は徐々に再開されていますが、回復には長い期間を要する見込みで、先行きは厳しい状況が続

くと予想されます。

 こうした状況の中、マスク関連事業においては、感染症から日本の医療機関を守るため、当社グループ国内、海

外の生産拠点における使い捨て式防じんマスク「サカヰ式ハイラック350型」（米国NIOSH規格N95・国家検定規格

DS2合格品）の増産を１月後半より開始しました。その後、政府からの増産要請もあり、フル稼働を継続して医療

機関への供給を増やすとともに、既存顧客である製造業等への納入の維持にも努めました。

 その他事業におきましては、訪問営業の機会確保が難しい状況下、代理店と情報を共有した協働営業を進めた結

果、戦略商品であるオープンクリーンシステム「KOACH」と自動ブラッシング機能付き内視鏡洗浄消毒装置の販売

は、期初計画には至らなかったものの、前年同四半期実績を上回る売上を確保しました。 

 その結果、売上高は51億55百万円（前年同四半期比29.3％増）、営業利益６億37百万円（同250.8％増）、経常

利益６億33百万円（同254.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益４億89百万円（同311.8％増）となり、全

体としては売上高、利益ともに、期初計画、前年度実績を上回りました。

 セグメント別の業績は以下の通りです。

 

（マスク関連事業）

 N95、DS2の両規格に合格している「ハイラック350型」は、高フィット性等の高機能、高性能が評価され、保健

所の８割、感染症指定医療機関の６割で採用されていましたが、医療機関におけるN95マスクは、平時においては

大量に使用されるものではなく、「ハイラック350型」についても同様でした。今回の感染症拡大により、保健

所、感染症指定医療機関での使用の急増、感染症指定医療機関以外の施設での患者受入れ開始、更には外国製マス

クの輸入が停止されたことも加わり、N95マスクの不足が深刻化しました。このような状況の中、当社グループは

医療機関を守るため、「ハイラック350型」の緊急増産及び緊急性の高い機関への分割出荷の体制をとり、マスク

メーカーとして医療崩壊防止に最大の努力をいたしました。なお、産業用の防じんマスク、防毒マスク、電動ファ

ン付き呼吸用保護具等の需要については、当四半期に入っても目立った落ち込みは見られず堅調に推移しました。 

 これらの結果、当事業の売上高は45億71百万円（同29.7％増）となりました。

 当社グループは、N95マスクが不足している現況に鑑み、当該マスクの国内生産設備の増設を既に決定し、本年

８月末頃より順次稼働させるための準備を進めております。なお、４月16日開示の「医療機関向け使い捨て式防じ

んマスク用生産設備の増設に関するお知らせ」時点では、生産設備の増設の候補地を神奈川県内としておりました

が、立地条件等を検討した結果、群馬県みどり市にある当社群馬テクノヤード内への増設に変更いたしました。そ

の他の予定につきましては変更ありません。

 

（その他事業／環境関連事業等を含む） 

 オープンクリーンシステム「KOACH」につきましては、営業活動の機会損失は避けられず、販売件数は前年同四

半期の２割減となりましたが、導入内定案件を確実に受注に結び付けたこと及び大型機種「フロアーコーチ」の納

入が続いたことから、販売台数は昨年並みを確保し、売上高は１割増の成果が得られました。なお、本年６月に

は、「KOACH」をベースに医療関係者を守ることができるウイルス感染対策用「Stand KOACH Mz」を開発し、発売

いたしました。今後、医療機関に紹介し、実用性、有効性の検証に注力いたします。（詳細は６月25日にリリース

しております「新型コロナウイルス感染症対策の新製品「Stand KOACH Mz」の開発」をご参照ください）

 自動ブラッシング機能付き内視鏡洗浄消毒装置「鏡内侍ⅡG」につきましては、同様に病院への訪問営業は自粛

せざるを得ませんでしたが、既存顧客の更新需要とクリニックを中心とした新規需要の掘り起こしを行い、売上を

伸ばしました。

 これらの結果、当事業の売上高は５億84百万円（同26.2％増）となりました。 
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（2）財政状態の状況 

（資産）

 当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、189億56百万円（前連結会計年度末183億38百万円）となり、６億18

百万円増加いたしました。これは主に、流動資産が現金及び預金と電子記録債権の増加等により６億13百万円増加

したことによるものです。

 

（負債） 

 当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、88億37百万円（前連結会計年度末85億42百万円）となり、２億94百

万円増加いたしました。これは主に、流動負債が1年内返済予定の長期借入金の減少等により３億15百万円減少し

たことと、固定負債が長期借入金の増加等により６億10百万円増加したことによるものです。

 

（純資産） 

 当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、101億19百万円（前連結会計年度末97億96百万円）となり、自己

資本比率は53.4％（前連結会計年度末53.4％）となりました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、18億９百万円と

なり、前連結会計年度末と比較して３億17百万円増加いたしました。

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果得られた資金は５億48百万円（前年同四半期は15億83百万円の収入）となりました。これは主に

税金等調整前四半期純利益が６億32百万円となったことと、減価償却費２億87百万円、売上債権の増加額１億17百

万円、法人税等の支払額１億33百万円、たな卸資産の増加額１億67百万円等によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は１億65百万円（前年同四半期は19百万円の支出）となりました。これは主に有形

固定資産の取得による支出１億82百万円等によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は59百万円（前年同四半期は８億46百万円の支出）となりました。これは主に長期

借入による収入13億円、配当金の支払額１億25百万円、長期借入金の返済による支出12億58百万円等によるもので

す。

 

（4）経営方針・経営戦略等 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（5）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

（6）研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は４億10百万円であります。

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

- 3 -

2020/08/11 09:19:27／20625220_興研株式会社_第２四半期報告書



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第２四半期会計期間末現在発行数（株） 

（2020年６月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（2020年８月７日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名 

内容 

普通株式 5,104,003 5,104,003 

東京証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式

数100株 

計 5,104,003 5,104,003 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 2020年４月１日～

2020年６月30日
－ 5,104,003 － 674,265 － 527,936
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（５）【大株主の状況】

    2020年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％) 

酒井 眞一 東京都練馬区 591 11.70 

酒井 宏之 東京都杉並区 559 11.07 

公益財団法人酒井ＣＨＳ振興財団 東京都千代田区四番町７番地 500 9.90 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町2-2-1 244 4.84 

酒井 香織 東京都杉並区 229 4.54 

酒井 理絵 東京都杉並区 229 4.54 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人資産管理サービス信託

銀行株式会社） 

東京都千代田区大手町1-5-5  

（東京都中央区晴海1-8-12晴海アイランドト

リトンスクエアオフィスタワーＺ棟） 

227 4.51 

久保井 美帆 東京都杉並区 226 4.47 

山中 春名 東京都北区 226 4.47 

酒井建物株式会社 東京都千代田区四番町７番地 166 3.29 

計 － 3,199 63.34 

  （注）１．所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

２．ＪＴＣホールディングス株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信

託銀行株式会社は2020年７月27日付で合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。 
 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

        2020年６月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式(自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式） 

－ － 
普通株式 51,900 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,047,500 50,475 － 

単元未満株式 普通株式 4,603 － － 

発行済株式総数   5,104,003 － － 

総株主の議決権   － 50,475 － 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数20個）含ま

れております。

   ２．「完全議決権株式（その他）」欄には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯ

Ｐ）」導入に伴い資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式が46,200株（議決

権の数462個）含まれております。

３．ＪＴＣホールディングス株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信

託銀行株式会社は2020年７月27日付で合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。 
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②【自己株式等】

        2020年６月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

興研株式会社 
東京都千代田区

四番町７番地 
51,900 － 51,900 1.02 

計 － 51,900 － 51,900 1.02 

（注）１．「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）」導入に伴い資産管理サービス信託銀

行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式46,200株は、上記自己株式に含めておりません。

２．ＪＴＣホールディングス株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び資産管理サービス信

託銀行株式会社は2020年７月27日付で合併し、商号を株式会社日本カストディ銀行に変更しております。 

 

 

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年１月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2019年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2020年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,492,229 1,809,776 

受取手形及び売掛金 ※ 2,753,076 2,563,513 

電子記録債権 ※ 415,008 722,553 

商品及び製品 686,201 595,587 

仕掛品 343,527 475,477 

原材料及び貯蔵品 569,719 687,325 

その他 125,880 141,058 

貸倒引当金 △4,000 － 

流動資産合計 6,381,644 6,995,292 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,465,156 3,377,562 

機械装置及び運搬具（純額） 492,360 442,434 

土地 5,956,545 5,952,398 

建設仮勘定 56,440 196,077 

その他（純額） 483,888 491,202 

有形固定資産合計 10,454,390 10,459,675 

無形固定資産 44,666 42,560 

投資その他の資産    

繰延税金資産 427,618 437,751 

保険積立金 860,882 861,824 

その他 175,145 163,851 

貸倒引当金 △6,000 △4,000 

投資その他の資産合計 1,457,646 1,459,427 

固定資産合計 11,956,704 11,961,663 

資産合計 18,338,348 18,956,955 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2019年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2020年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 218,197 335,585 

短期借入金 1,400,000 1,495,000 

1年内返済予定の長期借入金 1,632,000 1,077,000 

賞与引当金 235,000 226,000 

役員賞与引当金 27,650 32,000 

未払法人税等 154,012 173,519 

その他 853,682 865,723 

流動負債合計 4,520,543 4,204,828 

固定負債    

長期借入金 2,984,500 3,581,000 

役員退職慰労引当金 646,200 664,700 

株式給付引当金 46,199 59,056 

役員株式給付引当金 16,782 20,938 

その他 327,812 306,501 

固定負債合計 4,021,494 4,632,196 

負債合計 8,542,038 8,837,025 

純資産の部    

株主資本    

資本金 674,265 674,265 

資本剰余金 527,963 534,375 

利益剰余金 8,707,097 9,070,248 

自己株式 △146,557 △152,970 

株主資本合計 9,762,768 10,125,918 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 18,227 6,416 

繰延ヘッジ損益 △37,626 △36,265 

為替換算調整勘定 52,941 23,860 

その他の包括利益累計額合計 33,542 △5,988 

純資産合計 9,796,310 10,119,930 

負債純資産合計 18,338,348 18,956,955 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年１月１日 
 至 2019年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年１月１日 

 至 2020年６月30日) 

売上高 3,986,713 5,155,595 

売上原価 2,072,512 2,628,381 

売上総利益 1,914,200 2,527,214 

販売費及び一般管理費 ※ 1,732,385 ※ 1,889,478 

営業利益 181,815 637,735 

営業外収益    

補助金収入 － 21,163 

保険返戻金 19,374 － 

その他 24,993 10,831 

営業外収益合計 44,368 31,995 

営業外費用    

支払利息 24,318 21,933 

その他 23,181 14,673 

営業外費用合計 47,499 36,607 

経常利益 178,683 633,124 

特別損失    

固定資産除売却損 784 185 

特別損失合計 784 185 

税金等調整前四半期純利益 177,898 632,938 

法人税、住民税及び事業税 34,100 152,000 

法人税等調整額 24,986 △8,366 

法人税等合計 59,086 143,633 

四半期純利益 118,811 489,305 

親会社株主に帰属する四半期純利益 118,811 489,305 

 

- 10 -

2020/08/11 09:19:27／20625220_興研株式会社_第２四半期報告書



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年１月１日 
 至 2019年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年１月１日 

 至 2020年６月30日) 

四半期純利益 118,811 489,305 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △10,224 △11,811 

繰延ヘッジ損益 △24,745 1,361 

為替換算調整勘定 △7,850 △29,080 

その他の包括利益合計 △42,820 △39,530 

四半期包括利益 75,991 449,774 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 75,991 449,774 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年１月１日 
 至 2019年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年１月１日 

 至 2020年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 177,898 632,938 

減価償却費 284,559 287,582 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,000 △6,000 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 18,300 18,500 

賞与引当金の増減額（△は減少） △92,000 △9,000 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13,750 4,350 

株式給付引当金の増減額（△は減少） 3,399 12,857 

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 1,323 4,155 

受取利息 △67 △69 

受取配当金 △1,731 △1,781 

支払利息 24,318 21,933 

売上債権の増減額（△は増加） 1,204,498 △117,981 

たな卸資産の増減額（△は増加） △221,932 △167,394 

仕入債務の増減額（△は減少） 54,924 122,360 

その他 235,805 △99,237 

小計 1,674,547 703,212 

利息及び配当金の受取額 1,799 1,851 

利息の支払額 △24,487 △22,622 

法人税等の支払額 △68,594 △133,794 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,583,264 548,647 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △172,821 △182,864 

有形固定資産の売却による収入 149,777 27,791 

その他 3,796 △10,152 

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,247 △165,226 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） － 95,000 

長期借入れによる収入 － 1,300,000 

長期借入金の返済による支出 △642,000 △1,258,500 

自己株式の取得による支出 △14,748 － 

配当金の支払額 △125,990 △125,422 

その他 △63,519 △70,781 

財務活動によるキャッシュ・フロー △846,258 △59,703 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,037 △6,171 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 716,720 317,546 

現金及び現金同等物の期首残高 1,180,916 1,492,229 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,897,636 ※ 1,809,776 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。 

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度 

（2019年12月31日） 
当第２四半期連結会計期間 

（2020年６月30日） 

受取手形 27,074千円 －千円 

電子記録債権 1,108千円 －千円 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間 
（自  2019年１月１日 

  至  2019年６月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  2020年１月１日 

  至  2020年６月30日） 

給料手当 443,006千円 436,196千円 

研究開発費 427,391千円 410,899千円 

賞与引当金繰入額 67,456千円 133,542千円 

退職給付費用 28,246千円 27,027千円 

役員退職慰労引当金繰入額 18,300千円 18,553千円 

役員賞与引当金繰入額 9,000千円 32,000千円 

株式給付引当金繰入額 2,712千円 8,171千円 

役員株式給付引当金繰入額 1,323千円 4,155千円 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  2019年１月１日
至  2019年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2020年１月１日
至  2020年６月30日）

現金及び預金勘定 1,897,636千円 1,809,776千円

現金及び現金同等物 1,897,636千円 1,809,776千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2019年１月１日 至 2019年６月30日）

 １．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

2019年３月26日 
定時株主総会 

普通株式 126,154 25 2018年12月31日 2019年３月27日 利益剰余金 

(注)「配当金の総額」には、株式給付信託（ＢＢＴ）及び株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）が保有する当社株式 

  30,700株に対する配当金767千円が含まれております。 

 

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2020年１月１日 至 2020年６月30日）

 １．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

2020年３月26日 
定時株主総会 

普通株式 126,154 25 2019年12月31日 2020年３月27日 利益剰余金 

(注)「配当金の総額」には、株式給付信託（ＢＢＴ）及び株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）が保有する当社株式 

  40,300株に対する配当金1,007千円が含まれております。 

 

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発

生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

  該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

 該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2019年１月１日 至 2019年６月30日）

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

 
報告 

セグメント その他事業 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結損益 
計算書計上額 
（注）３  

マスク 
関連事業 

売上高          

外部顧客への売上高 3,523,598 463,114 3,986,713 － 3,986,713 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計 3,523,598 463,114 3,986,713 － 3,986,713 

セグメント利益又は損失(△) 1,681,464 197,330 1,878,795 △1,696,980 181,815 

 （注）１．「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連事業等

を含んでおります。

    ２．セグメント利益の調整額△1,696,980千円は、報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は当社の販売費及び一般管理費であります。

    ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

  ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

    該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2020年１月１日 至 2020年６月30日）

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

 
報告 

セグメント その他事業 
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結損益 
計算書計上額 
（注）３  

マスク 
関連事業 

売上高          

外部顧客への売上高 4,571,121 584,473 5,155,595 － 5,155,595 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計 4,571,121 584,473 5,155,595 － 5,155,595 

セグメント利益又は損失(△) 2,230,489 246,303 2,476,792 △1,839,057 637,735 

 （注）１．「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境関連事業等

を含んでおります。

    ２．セグメント利益の調整額△1,839,057千円は、報告セグメントに配分していない全社費用であ

ります。全社費用は当社の販売費及び一般管理費であります。

    ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

  ２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

    該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2019年１月１日
至 2019年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2020年１月１日
至 2020年６月30日）

  １株当たり四半期純利益 23円72銭 97円75銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 118,811 489,305

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
118,811 489,305

普通株式の期中平均株式数（株） 5,008,919 5,005,895

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

   ２．株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式給付信託（Ｊ－

ＥＳＯＰ）」に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております。 

当第２四半期連結累計期間における１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均

株式数は、「株式給付信託（ＢＢＴ）」は11,692株であり、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」は32,239

株であります。 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年８月５日

興研株式会社 

取締役会 御中 

 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 岡  賢治  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 町田 眞友  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている興研株式会社の
2020年１月１日から2020年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年４月１日から2020年６月30日
まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年１月１日から2020年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、
四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び
注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。 
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、興研株式会社及び連結子会社の2020年６月30日現在の財政状態並びに
同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ
させる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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